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１  収支の状況

  （単位：千円）

差　　引

(1.7%)

12,000,006

(1.8%)

12,063,462

歳 入 歳 出 差 引 (A-B) (C) 35,589,058 35,652,514 △ 63,456

財 政 調 整 基 金 積 立 額 (G) 3,115,164 2,740,790 374,374

地 方 債 繰 上 げ 償 還 額 (H) 0 0 0

財政調整基金取崩し額 (I) 1,700,000 4,026,423 △ 2,326,423

令和７年度は、「安心・元気・未来創造ビジョン2024」の実行元年として、防災対策の強
化や人材の確保･育成、質の高い教育環境の確保などの大分県づくりを推進するとともに、物

価高に伴う生活支援や事業者支援のほか、台風災害等からの復旧・復興などに取り組んだこ

とにより決算額は令和６年度に比べ、歳入・歳出ともに増加した。

　

歳入は、県税収入が県民の給与所得の増加等に加え、円安を背景とした好調な企業業績等

により増加したほか、地方交付税において、経済対策の事業や委託料等の物価高対応に必要

となる、基準財政需要額の再算定により臨時費目である臨時経済対策費が増加した。また、

物価高騰対策関連経費の増加や災害復旧工事の進捗による国庫支出金が増加した結果、令和

６年度に比べ1.7%の増となった。

歳出は、物価高に伴う物価高騰対策関連経費などが増加した結果、令和６年度に比べ1.8%

の増となった。

歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた「実質収支」は、大分県行財

政改革推進計画2024(R6～R10)に基づき、交付税措置のある県債など有利な財源の活用といっ

た歳入確保や事務事業の見直しによる歳出削減等に取り組んだことにより、引き続き黒字を

確保した。
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図１-１ （歳入・歳出決算額の推移）

図１-２（実質収支・単年度収支の推移）
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２  歳入の状況

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

県税（普通会計） 170,389,376 24.1 162,660,009 23.4 7,729,367 4.8

うち地方消費税清算金 18,016,576 2.5 16,665,012 2.4 1,351,564 8.1

分担金及び負担金 4,852,958 0.7 5,246,196 0.8 △ 393,238 △ 7.5

使用料及び手数料 7,022,479 1.0 6,991,817 1.0 30,662 0.4

財 産 収 入 2,641,803 0.4 1,882,965 0.3 758,838 40.3

寄 附 金 500,648 0.1 455,230 0.1 45,418 10.0

繰 入 金 19,125,879 2.7 17,523,266 2.5 1,602,613 9.1

繰 越 金 35,652,514 5.0 33,553,563 4.8 2,098,951 6.3

諸 収 入 60,397,892 8.5 66,892,797 9.6 △ 6,494,905 △ 9.7

小        計 300,583,549 42.5 295,205,843 42.5 5,377,706 1.8

地 方 譲 与 税 27,602,958 3.9 26,873,781 3.9 729,177 2.7

地 方 特 例 交 付 金 705,628 0.1 3,804,222 0.5 △ 3,098,594 △ 81.5

地 方 交 付 税 195,039,305 27.6 191,522,249 27.5 3,517,056 1.8

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

231,974 0.0 241,384 0.0 △ 9,410 △ 3.9

国 庫 支 出 金 118,499,470 16.7 110,654,399 15.9 7,845,071 7.1

県 債 64,800,000 9.2 67,161,000 9.7 △ 2,361,000 △ 3.5

うち臨時財政対策債 0 0.0 915,000 0.1 △ 915,000 皆減

小   　　計 406,879,335 57.5 400,257,035 57.5 6,622,300 1.7

合　　　　計 707,462,884 100.0 695,462,878 100.0 12,000,006 1.7

195,039,305 27.6 192,437,249 27.7 2,602,056 1.4

※実質的な地方交付税とは、地方交付税額に臨時財政対策債発行額を加算したものを指す。
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　実質的な地方交付税

　歳入決算額は、令和６年度に比べ120億6千円の増（1.7%）となった。

内訳は、自主財源が53億7,770万6千円の増（1.8%）、依存財源が66億2,230万円の増（1.7%）とな

り、自主財源比率は昨年度と同率の42.5%となった。

　

自主財源では、諸収入が中小企業制度資金の新型コロナ関連資金融資残高の減少に伴う貸付金元利

収入の減少などにより64億9,490万5千円の減（△9.7%）となったものの、県税収入が令和６年度限り

であった定額減税の終了や、県民の給与所得増加等により77億2,936万7千円の増（4.8%）となった。

また、繰越金が過年度災害復旧に係る繰越事業費の増加等により20億9,895万1千円の増（6.3%）と

なった。

依存財源では、地方交付税が国税収入の増加等により35億1,705万6千円の増（1.8%）となったほ

か、国庫支出金が物価高騰対策関連経費等の増加により78億4,507万1千円の増（7.1%）となった。
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図２－１（歳入の内訳）

図２－２（主な歳入の推移）
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３  歳出の状況

（１）目的別歳出内訳

  （単位：千円、％）

差   引

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

議 会 費 1,132,285 0.2 1,241,949 0.2 △ 109,664 △ 8.8

総 務 費 43,701,512 6.5 34,313,134 5.2 9,388,378 27.4

民 生 費 102,133,200 15.2 99,226,437 15.0 2,906,763 2.9

衛 生 費 19,316,150 2.9 18,813,009 2.9 503,141 2.7

労 働 費 2,404,388 0.3 2,173,199 0.3 231,189 10.6

農 林 水 産 業 費 55,016,682 8.2 55,532,328 8.4 △ 515,646 △ 0.9

商 工 費 62,823,728 9.4 66,855,779 10.1 △ 4,032,051 △ 6.0

土 木 費 97,501,688 14.5 98,782,961 15.0 △ 1,281,273 △ 1.3

警 察 費 27,946,469 4.2 27,485,284 4.2 461,185 1.7

教 育 費 121,369,375 18.1 122,417,848 18.6 △ 1,048,473 △ 0.9

災 害 復 旧 費 18,438,057 2.7 17,851,057 2.7 587,000 3.3

公 債 費 82,060,629 12.2 79,845,396 12.1 2,215,233 2.8

税 収 見 合 交 付 金 38,029,663 5.6 35,271,983 5.3 2,757,680 7.8

合        計 671,873,826 100.0 659,810,364 100.0 12,063,462 1.8

区       　　分
令和７年度 令和６年度

歳出決算額は、「安心・元気・未来創造ビジョン2024」の実行元年として、防災対策の強化や
人材の確保・育成など、大分県づくりの推進するとともに、物価高に伴う生活支援や事業者支援
に取り組んだことにより令和６年度と比べ120億6,346万2千円の増（1.8%）となった。

増加した主な費目は、総務費、民生費、公債費である。総務費は、別府総合庁舎建替えによる
工事関係経費の増加に加え、防災ヘリコプターの更新や防災情報通信システム更新などにより93
億8,837万8千円の増（27.4%）となった。民生費は、社会福祉施設等への物価高騰対策に伴う関連
経費等が増加し、29億676万3千円の増（2.9%）となった。

また、公債費は、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債の償還額が増加するとともに、金利
上昇による支払利子の増加により22億1,523万3千円の増（2.8%）となった。

一方、減少した主な費目は商工費であり、中小企業制度資金の新型コロナ関連資金融資残高の
減少に伴い貸付原資預託が減少したことなどにより40億3,205万1千円の減（△6.0%）となった。

－５－



　図３－１（目的別歳出の内訳）

　図３－２（目的別歳出の推移）
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（２）性質別歳出内訳

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

１ 義  務  的  経  費(A) 245,933,359 36.6 246,642,068 37.4 △ 708,709 △ 0.3

 人    件    費 149,783,333 22.3 153,031,272 23.2 △ 3,247,939 △ 2.1

  うち 職 員 給 113,057,220 16.8 110,594,264 16.8 2,462,956 2.2

 扶    助    費(a) 14,187,163 2.1 13,862,716 2.1 324,447 2.3

 公    債    費 81,962,863 12.2 79,748,080 12.1 2,214,783 2.8

２ 投  資  的  経  費 156,541,622 23.3 151,611,079 23.0 4,930,543 3.3

 普通建設事業費 138,103,565 20.6 133,760,022 20.3 4,343,543 3.2

     補      助 93,705,144 14.0 91,408,912 13.9 2,296,232 2.5

     単　    独 37,132,003 5.5 34,919,571 5.3 2,212,432 6.3

     国  直  轄 7,266,418 1.1 7,431,539 1.1 △ 165,121 △ 2.2

 災害復旧事業費 18,438,057 2.7 17,851,057 2.7 587,000 3.3

３ そ の 他 の 経 費 269,398,845 40.1 261,557,217 39.6 7,841,628 3.0

 物    件    費 25,790,095 3.8 23,419,709 3.5 2,370,386 10.1

 補  助  費  等 158,983,197 23.7 149,954,081 22.7 9,029,116 6.0

　うち扶助費的支出(b) 79,239,011 11.8 77,784,488 11.8 1,454,523 1.9

 積    立    金 20,987,716 3.1 16,929,675 2.6 4,058,041 24.0

 貸    付    金 52,045,822 7.7 58,996,017 8.9 △ 6,950,195 △ 11.8

 そ    の    他 11,592,015 1.8 12,257,735 1.9 △ 665,720 △ 5.4

　　 合　　 　　     計 671,873,826 100.0 659,810,364 100.0 12,063,462 1.8

※扶助費に補助費等のうち扶助費的支出を加味した額（扶助費的支出の計）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

　実質的な義務的経費(A＋b) 325,172,370 48.4 324,426,556 49.2 745,814 0.2

　 扶助費的支出の計(a＋b) 93,426,174 13.9 91,647,204 13.9 1,778,970 1.9

差　　引

区　　 　　 分
令和７年度 令和６年度

区　　 　　 分
令和７年度 令和６年度

義務的経費は、7億870万9千円の減（△0.3%）となったものの、扶助費的支出の補助費を含む実質的
な義務的経費については、7億4,581万4千円の増（0.2%）となった。人件費は、定年延長に伴う定年退
職者数の減少により退職手当支給額が減少したことなどから32億4,793万9千円の減（△2.1%）となっ
た。扶助費は、指定難病等の受診者数増加に伴う医療費の公費負担の増加等により3億2,447万7千円の
増（2.3%）となった。また、補助費のうち市町村等への扶助費的支出は、障がい者自立支援給付費にお
ける障害福祉サービス利用者の増加等により14億5,452万3千円の増（1.9%）となり、扶助費的支出の計
は17億7,897万円の増（1.9%）となった。公債費については、償還額の増加や金利上昇による支払利子
の増加等により22億1,478万3千円の増（2.8%）となった。

投資的経費は、49億3,054万3千円の増（3.3%）となった。普通建設事業費は、防災対策の強化として
防災ヘリコプターの更新や、防災総合通信システムの更新に加え、別府総合庁舎建設及び移転等により
43億4,354万3千円の増（3.2%）となった。災害復旧事業費は、令和６年１０月台風災害からの復旧が進
捗したことなどにより5億8,700万円の増（3.3%）となった。

その他の経費については、78億4,162万8千円の増（3.0%）となった。このうち物件費は、県立高等学
校生徒の学習用1人1台端末の購入等により23億7,038万6千円の増（10.1%）となった。また、補助費等
は、市町村が実施する公立学校生徒の学習用1人1台端末の購入費補助や、県内医療機関が実施する病床
数適正化、物価高への対応及び物価を上回る賃上げの取組への補助等により90億2,911万6千円の増
（6.0%）となった。積立金は、退職手当基金や県有施設整備等基金への積立金の増加等により40億
5,804万1千円の増（24.0%）となった。

差　　引
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　図３－３（性質別歳出の内訳）

　図３－４（性質別歳出の推移）
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   ４  主な財政指標等の状況

財 　政　 指　 標 令和７年度 令和６年度

（％） ９２．５ ９２．３

０．３９４９２ ０．３９１１５

令和７年度 令和６年度

333 331

330 330

3 1

県      債 令和７年度 令和６年度

1,039,885,735 1,051,734,633

県民一人当たり残高 972 973

614,295,803 615,290,515

県民一人当たり残高 574 569

※県債残高には、企業会計扱いとなる下水道事業等に係る残高は除いている。

　図４－１（経常収支比率の推移）

経常経費充当一般財源等

 経常一般財源等＋臨時財政対策債＋減収補てん債特例分 

基準財政収入額

基準財政需要額 (注)３か年平均

△ 1

 臨時財政対策債等除き残高(千円) △ 994,712

5

経常収支比率（％）＝

財 政 力 指 数　　＝

※全国平均は各都道府県の単純平均、類似団体…本県の財政力指数（0.300以上～0.4000未満）と同規模の自治体

行財政改革推進計画目標額 －
目標額との差 －

差　　引

 残　　　　高　　（千円） △ 11,848,898

財 政 力 指 数 ０．００３７７

財 政 調 整 用 基 金 差　　引

 残　　　　高　　（億円） 2

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、歳入側で県税収入や地方交付税の増などにより経常
一般財源が増加したものの、歳出側で扶助費や公債費などの増により義務的経費の経常経費充当
一般財源が増加したことから、令和６年度よりも0.2ポイント上昇し92.5%となった。

財政調整用基金の残高は、県税収入の増加や、物価高騰対策等に国の重点支援交付金を有効活
用するとともに、事務事業の見直しやスクラップ・アンド・ビルド等による歳出削減を徹底した
ことなどから、年度末残高は333億円を確保し、行財政改革推進計画の目標である330億円を４年
連続で達成した。

今後は、県有建築物等の老朽化への対策、高齢化の進行による社会保障関係費、金利上昇に伴
う公債費の増嵩に加え、官民を通じた賃上げによる人件費や外部委託費等の増加などによる財政
需要の増加が見込まれることから、行財政改革推進計画に基づき、持続可能な行財政基盤の構築
を進める必要がある。

県債残高は、強靱な県土づくりを進めるための防災・減災、国土強靱化緊急対策事業債の発行
が増加した一方、臨時財政対策債の新規発行が皆減したことに加え、交付税措置のない県債の発
行抑制等に取り組んだ結果、令和６年度末に比べ118億4,889万8千円の減となった。また、臨時
財政対策債等を除いた実質的な残高は9億9,471万2千円の減となった。

なお、一般会計の実質的な県債残高は6,119億円で、行財政改革推進計画の目標値である6,500
億円以下の水準を維持した。

差　　引

経 常 収 支 比 率 ＋０．２

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

大分県 87.1 92.1 92.1 92.3 92.5

全国平均 88.0 93.3 92.9 93.4

類似団体平均 87.8 93.0 92.4 94.2

 86.0

 88.0

 90.0

 92.0

 94.0

 96.0
（％）
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　図４－２（財政調整用基金残高の推移）

　図４－３（県債残高の推移）（普通会計）

　図４－４（県債残高の推移）（一般会計）

250

350

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

320
332 330 331 333

△10 2 0 1 3

〔330〕 〔330〕 〔330〕 〔330〕

億円

〔330〕

決算額

0

4,000

8,000

12,000

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

6,181 6,133 6,123 6,153 6,143 

4,554 4,535 4,474 4,364 4,256 

億円

臨時財政対策債等除き

臨時財政対策債等

県債残高

10,51710,59710,66810,735

0

4,000

8,000

12,000

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

6,188 6,134 6,129 6,132 6,119 

4,671 4,639 4,563 4,501 4,375 

億円

10,69210,77310,859

〔6,500〕〔6,500〕

県債残高

〔6,500〕

〔行財政改革推進計画目標額（R6～R10）〕

〔6,500〕

10,399

10,633

〔行財政改革推進計画目標額（R6～R10）〕

〔6,500〕

10,494

臨時財政対策債等

臨時財政対策債等除き
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５　財政健全化指標

（１）財政健全化判断比率

《早期健全化ラインと財政再生ライン》

　①実質公債費比率

　②将来負担比率

地方公共団体財政健全化法による財政健全化判断比率（実質公債費比率、将来負担比率、実質赤字比率及び連

結実質赤字比率）については、いずれの指数も早期健全化基準を下回った。

（注）一般会計等 ： 県の会計のうち、地方公営事業会計以外のものが該当する。これは、普通会計とほぼ同様の範囲であるが、いわゆる「想定企業
会計」は控除していない。

一般会計等（注）が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率である「実質公債費比
率」は、標準税収入額等は増加したものの、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債の償還額の増加等に伴い公
債費が増加したことなどにより、前年度に比べ0.5ポイント上昇し、11.0％となった。

　一般会計等が将来負担すべき負債等の割合を示す「将来負担比率」は、標準税収入額等が増加したことに加
え、県債残高の減少などにより、前年度に比べ3.5ポイント減少し、158.4％となった。

早期健全化ライン（黄信号） 財政再生ライン（赤信号）財政状況の悪化

早期の健全化に向けた計画の策定

外部監査の義務化等
再生計画の策定、計画に係る国の同意、

県債発行の制限（旧再建団体） 等

　県税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ず
るものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前三年度の平均値

実質公債費比率

0 25.0 35.0

早期健全化 財政再生

低 高

大分県（R6)

10.5

全国平均（R6)大分県（R7）

11.0 11.2

　

※財政再生基準はない

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、県の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対す
る比率。県の一般会計等の借入金(県債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来の財政を圧迫する可能性の度合いを
示した指標である。

将来負担比率

高低

早期健全化

158.40

大分県（R6) 全国平均（R6)

163.2

大分県（R7）

161.9 400.0
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　③実質赤字比率及び連結実質赤字比率

（２）資金不足比率

公営企業会計ごとに算定する「資金不足比率」は、昨年度に引き続き各会計とも資金不足はないが、参考値と

して資金剰余額で比率を算定すると、病院事業△18.3％、工業用水道事業△288.5％、電気事業△186.6％、港湾

施設整備事業△2.5％となった。なお、臨海工業地帯建設事業については、売却時の土地収入見込額等を考慮す

ることから、資金不足・剰余額はない。

　一般会計等ベースで算定する「実質赤字比率」と、これに公営企業会計の資金不足額を加えた「連結実質赤字

比率」は、ともに黒字であるため、赤字比率はないが、参考値として実質収支額及び資金剰余額で比率を算定す

ると、それぞれ△2.57％、△8.81％となった。

早期の健全化に向けた計画の策定

外部監査の義務化等

※赤字額はないため、黒字額による参考比率を負の数で表示

　県の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模(県の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの)に対する比率

3.75 5.00

財政再生

実質赤字比率

財政再生

△2.67 0 3.75 5.00

早期健全化 財政再生

赤字黒字

大分県(R6)

△2.57

大分県（R7)

※赤字額はないため、黒字額及び資金剰余額による参考比率を負の数で表示

　公営企業会計を含む県の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率。全ての会計の赤字や黒字を合算し、全体とし
ての赤字の程度を指標化し、県全体としての財政運営の悪化の度合いを示した指標である。

△ 5.20 8.75 15.00

連結実質赤字比率

0 8.75 15.00

早期健全化 財政再生

赤字黒字

大分県（R7）大分県（R6)

△8.81△9.70

　※（　　）は令和６年度数値

　公営企業会計ごとの資金の不足額（法適用企業：流動負債の額から流動資産の額を控除した額）の事業の規模に対する比率。公営企業の資金不足を、
公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示した指標である。

資金不足比率

工業用水道事業

△288.5

(△268.5)

電気事業

△186.6

(△201.2）

港湾施設整備事業

△2.5

(△1.4)

病院事業

△18.3

(△21.7)

20.0

△20.0△200.0△300.0

0

経営健全化

赤字黒字

－12－



　図５－１（実質公債費比率の推移）

　図５－２（将来負担比率の推移）

　図５－３（実質赤字比率・連結実質赤字比率の推移）

　図５－４（資金不足比率の推移）

（全国平均は単純平均値を採用）

（全国平均は単純平均値を採用）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

大分県 159.9 163.8 164.6 161.9 158.4

全国平均 169.4 171.1 167.7 163.2

150.0

165.0

180.0
（％）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

大分県 8.6 9.1 9.8 10.5 11.0

全国平均 10.7 10.9 11.0 11.2

8.0

11.0

14.0
（％）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実質赤字比率 △ 1.47 △ 2.68 △ 2.43 △ 2.67 △ 2.57

連結実質赤字比率 △ 6.74 △ 9.32 △ 9.68 △ 9.70 △ 8.81

-12.00

-10.00

-8.00

-6.00

-4.00

-2.00

0.00（％）

黒字

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

電気事業 △ 170.4 △ 156.6 △ 174.0 △ 201.2 △ 186.6

工業用水道事業 △ 266.5 △ 281.0 △ 303.1 △ 268.5 △ 288.5

病院事業 △ 44.8 △ 46.7 △ 35.4 △ 21.7 △ 18.3

港湾施設整備事業 △ 4.3 △ 2.1 △ 3.3 △ 1.4 △ 2.5

-350.0

-300.0

-250.0

-200.0

-150.0

-100.0

-50.0

0.0

50.0（％）

黒字
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（歳入）引上げ分の地方消費税収 １７，１６６百万円

（歳出）社会保障施策に要する経費 １０３，８０５百万円

【社会保障施策に要する経費】 （単位：百万円）

うち、
地方消費税

12,034 7,958
保育所や認定こども園等に対する運営費の
支援や市町村が実施する子育て支援に対
する助成の拡充

3,610 734
家庭的な養育環境（小規模グループケア
等）の推進

1,254 345
在宅医療サービスの充実や医療従事者の
確保・養成等を実施

うち、医療分 806 197

うち、介護分 448 148

1,064 639 在宅医療・介護連携、認知症施策等の充実

9,683 77 低所得者の保険料軽減措置の拡充

22,875 2,142 低所得者の保険料軽減措置の拡充

17,465 420 低所得者の保険料軽減

3,102 338 指定難病の遡及手続きの充実

71,087 12,653

9,063 4,359 障がい者自立支援給付費県負担金

23,655 154 公立（私立）高等学校等奨学金給付等

32,718 4,513

103,805 17,166

※社会保障関係費は、地域医療介護総合確保推進事業等、その他一部事業を除く

合　　計

国民健康保険基盤安定化事業

後期高齢者医療費等推進事業

介護保険給付費県負担金

その他の社会保障経費（特定疾患対
策事業等）

小計

社会保障
安定化分

障がい者自立支援給付費県負担金

その他の社会保障経費

小計

地方消費税率引上げ分の使途

事 業 名

歳出決算額

充実内容等

社会保障
充実分

子ども・子育て支援新制度の実施
（幼児教育、高等教育の無償化を含
む）

児童措置費（児童養護施設分）

地域医療介護総合確保推進事業

地域支援事業費県負担金
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【会計】

○  標準財政規模

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収
入額等に普通交付税と臨時財政対策債発行可能額を加算した額。

　形式収支から、翌年度への繰越事業に充てるため繰り越すべき財源を控除した額。当該年度の実質的な
収支差額を表す。

　一般会計と特別会計（公営事業会計を除く）を合わせた統計上の会計で、国が毎年度行う地方財政状況
調査（決算統計）において、全国の自治体の財政状況を統一ルールに基づいて比較するため設けられたも
の。大分県の場合、一般会計と６の特別会計を合わせた全７会計からなる。

○  普通会計

○  歳入歳出差引（形式収支）

　歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。

○  実質収支

○  実質単年度収支

○  単年度収支

　単年度収支に実質的な黒字要素（財政調整基金への積立や地方債の繰上償還）を加え、赤字要素（財政
調整基金の取崩し）を差し引いた額。当該年度にこれら黒字・赤字要素がなかったら収支はどうであった
かを表す。

○  目的別歳出

　経費の行政目的に着目した歳出の分類。議会費、総務費、民生費、農林水産業費、商工費、土木費、警
察費、教育費などからなる。

　財政調整基金（地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金）に減債基金（地方
債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金）を加えたもの。

○  財政力指数

　普通交付税算定上の、標準的な財政需要に対する標準的な収入の充足割合。地方公共団体の財政力を示
す指数として用いられ、１未満は普通交付税の交付団体、１を超えると不交付団体となる。

～ 主な財政用語解説 ～

【収支等】

【財政指標】

○  経常収支比率

　毎年度安定して収入される財源（県税、地方交付税、臨時財政対策債など）のうち、毎年度固定的に支
出される経費（人件費、社会保障費、公債費など）に充てられた額の占める割合。この割合が高いほど、
自由に使える財源が少ないことになり、財政構造が硬直化しているとされる。

　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。実質収支は前年度以前の収支の累積である
ため、その影響を控除した単年度の収支を表す。

○  財政調整用基金

　経費の経済的性質に着目した歳出の分類。人件費、物件費、扶助費、補助費等、普通建設事業費、公債
費などからなる。

○  性質別歳出

○  義務的経費

　地方公共団体の歳出のうち、支出が義務づけられ任意に削減できない経費の総称。人件費、扶助費、公
債費からなる。

○  投資的経費

　道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等、社会資本の整備に要する経費。

※ 参考
・ ぎょうせい「地方財政小辞典」
・ 総務省「地方財政の状況」、「都道府県決算状況調」
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《参考：各指標の算定方法と会計等の概念》

【 将 来 負 担 比 率 】 ＝

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額

＋県債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

【 資 金 不 足 比 率 】 ＝
資金の不足額

事業の規模

【連結実質赤字比率】 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

【 実 質 公 債 費 比 率 】
（ ３ か 年 平 均 ）

（県債の元利償還金＋準元利償還金）－

＝ （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
【 実 質 赤 字 比 率 】 ＝

（注１）「標準財政規模」には臨時財政対策債発行可能額を含む

（注２）準元利償還金 ： イからニまでの合計額
  イ　満期一括償還県債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における
　　　１年当たりの元金償還金相当額
  ロ  一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に
　　　充てたと認められるもの
  ハ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　ニ　一時借入金の利子

（注３）将来負担額 ： イからヘまでの合計額
  イ　一般会計等の当該年度の前年度末における県債現在高
  ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
  ハ　一般会計等以外の会計の県債の元金償還に充てる一般会計等からの繰出見込額
  ニ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
  ホ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の
　　　当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
  ヘ　連結実質赤字額

※公営企業会計

　 毎に算定

一部事務組合・広域連合 ※本県該当なし

地方公社・第三セクター等

大
分
県

一般会計

一般会計等
一般会計＋

母子父子寡婦

県 営 林

林業木材

沿岸漁業

中小企業

公債管理

特別会計

　公営企業会計

　〔法適用〕病院、電気、

　　　　　　　  工業用水道

　〔法非適用〕
　　　臨海工業地帯、港湾施設整備

 

　 国民健康保険事業特別会計

公営事業会計

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率
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